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農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律の概要

農山漁村における居住者、滞在者を増やすという新たな視点からの対策を推進するため、地
域が行う取組に対して、交付金の交付や施設用地の円滑な確保等の法律上の特例措置をもっ
て総合的に支援するものです。

農林漁業団体等の提案制度

農山漁村活性化法による支援措置

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の交付
国は、地方公共団体に対し、計画に基づく事業の

実施に要する経費に充てるための交付金を交付

市民農園整備促進法に基づく手続の簡略化

事業用地確保のための農林地等の所有権移転促
進等の特例措置

地域の課題

活性化計画の策定

都道府県又は市町村が単独で
又は共同して作成。
地域の創意工夫による定住等及
び地域間交流の促進に資する各
種取組を記載。

事業終了

事後評価

支援

交交 流流 二地域居住二地域居住定定 住住

農 山 漁 村

都市住民を含め、国民全体が農山
漁村の魅力を享受

都 市

生活環境の整備

交流基盤の整備

農林漁業の振興

豊かな自然

ゆとりある居住空間 住民どうしの親密な結びつき

美しい景観



１．１つの計画により、農・林・水の連携が図られたプロジェクトを総合的に支援

Ⅰ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の主な特徴

市民農園 遊歩道 直売所

○これまでは別々に計画を策定し、別々に申請

申 請

地方農政局 林野庁 水産庁

農 林 水

都道府県

市町村

ワンストップ窓口
（大臣官房企画評価課農山漁村地域活性化支援室）

○新交付金では１つの計画を策定し、
ワンストップ窓口に申請することで実施可能

申 請

○農・林・水の連携強化

都道府県または市町村

市民農園
遊歩道整備

直売所

直売所
(水産物に限ら

ず、農・林産
物も提供)

市民農園

遊歩道整備

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金は今までと異なり、次の３つの大きな特徴があります。
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２．農・林・水の縦割りなく、対象施設間の経費の弾力的運用、年度間の融通が可能

①施設間の経費の弾力的運用

施設Ａ
(農）

施設Ｂ
（水）

2,500万 2,500万

交付率1/2

下記のように交付申請したが、その後、
施設Ａの進捗が悪く、事業費が1,000
万円減少

5,000万 5,000万

交付率1/2

１億円

５千万円

施設Ａ
（農）

4,500万 4,500万

交付率1/2

施設Ｂ
（水）

2,500万 3,000万

５００万

○新交付金では、交付変更手続き不
要で、進捗に応じた弾力的な事業実施
が可能。

９千万円

６千万円

※翌年度の事業を前倒しして実施

②年度間の融通

２年間で２億円の事業費を予定し、１
年目は下記のように交付申請したが、
その後、用地交渉が不調に終わり、
事業費が8,000万円に減少

5,000万 5,000万

交付率1/2

１億円

○これまでは、減少した事業費の
50％分について、変更交付申請又

は国費返還

施設Ａ
（農）

4,500万 4,500万

交付率1/2

施設Ｂ
（水）

2,500万 2,500万

交付率1/2 

９千万円

５千万円

５００万の
変更交付
申請又は
国費返還

１ 年 目

２ 年 目

○新交付金では、最終的な交付金額が
交付限度額以内であれば、単年度の交
付率は関係なく、弾力的な事業実施が
可能

5,000万 3,000万

８千万円

2,000万

○補助事業では、減少した事業費の
50％分について、変更申請又は国費
返還

4,000万 4,000万

交付率1/2

８千万円

1,000万の

変更申請又
は国費返還

１ 年 目

２ 年 目

6,000万 6,000万

１億２千万円

交付率1/2

5,000万 7,000万

１億２千万円

交付率62.5％

交付率41.7％



【
都
道
府
県
計
画
】

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金】

３．市町村への直接助成が可能となり、市町村の自主性・主体性が発揮

こ
れ
ま
で
と
同
じ

【元気な地域づくり交付金】

農 林 水 産 省

都 道 府 県

市町村
営事業

市 町 村

間接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

農 林 水 産 省

市 町 村

市町村
営事業

直接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

市
町
村
へ
直
接
支
援

【
市
町
村
計
画
】

農 林 水 産 省

都 道 府 県

都道府県
営事業

市町村
営事業

直接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

市 町 村

間接補助

農 林 水 産 省

都 道 府 県

都道府県
営事業

市町村
営事業

直接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

農業者団体等

農林漁業
団体等営

事業

間接補助

市 町 村

間接補助
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Ⅱ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の事業内容

＜内 容＞

１．農林漁業の振興その他就業機会の増大
地域の創意工夫を活かしたきめの細かい生産基盤の整備
や多様な地域産業の振興に必要な施設等の整備への支援

２．定住等促進のための良好な生活環境の確保
良好な生活環境に必要な情報通信施設の整備、簡易な給
水・排水施設等の整備への支援

３．都市等との地域間交流の促進
市民農園などの交流・ふれあいのための施設、都市住民
を対象とした農業等の技術取得のための研修施設等の整
備への支援

４．その他施策の目標を達成するために地方が提案する事業等

＜交付先等＞

１．交 付 先:都道府県、市町村
２．事業実施主体:都道府県、市町村、土地改良区、水産業協同組合、森林組合

農業協同組合、ＮＰＯ法人、農林水産業者等の組織する団体等
３．交 付 率:定 額

ただし、国における交付限度額算定のための交付率は、1/2、5.5/10
4.5/10、4/10、1/3（沖縄県2/3、8/10）（奄美6/10、5.2/10）以内

豊かな自然活用
プロジェクト

豊かな自然活用
プロジェクト

農地・山林・海岸を
巡る散策道や地元食
材供給施設など農山
漁村の豊かな自然を
まるごと活用し、交流
人口の増大を推進。

二地域間居住推進
プロジェクト

二地域間居住推進
プロジェクト

滞在型市民農園の

整備や集落道等生活
環境整備を行い、二
地域間居住を推進。

活性化計画の事例

ＩＪＵターン推進
プロジェクト

ＩＪＵターン推進
プロジェクト

情報基盤等の生活環
境の整備や、農林水産
業への就業機会の確
保により、農山漁村へ
のIJUターンを推進。



「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」活用事例及び効果イメージ

農業生産施設（ハウス） 特用林産物生産施設
生産基盤整備 船舶離発着施設（待合所）林内路網整備

地域活性化に資する基礎づくり（生産基盤及び施設の整備等）

二地域間居住
新
た
な
需
要
の
創
出

クラインガルテン
（滞在型市民農園）

自家製の収穫物栽培に
よる農業への関心

地域資源活用起業支援施設
（ダイビング施設）

インストラクターの雇用

廃校・廃屋等活用施設

都市住民が休日滞在し地域でボランティア

自然の魅力体感

森林浴歩道

定住

電線地中化等により
整備された町並み ＣＡＴＶ等の整備

都市と同様の社会基盤の下での生活・仕事
都市への情報アクセス

防災安全施設
（津波避難施設）

安全な地域づくり

簡易排水施設

快適な生活環境づくり

・移住、・ＵＪＩターン
・既地域住民の安定・年に１～３ヶ月程度の滞在

・平日は都会、休日は農山漁村

Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
の
可
能
性交流

地域産物販売・提供施設

パート雇用の創出

漁村体験学習施設

漁船操縦者の公募

情報基盤施設

インターネットを活用
した情報発信

管理人の雇用

自然環境活用施設
（釣り施設）

木材加工実習施設

後継者育成

・観光者等の一時的・短期的滞在

農山漁家所得の向上

直販施設

都市
・団塊の世代の大量退職
・心の豊かさの重視

農山漁村
・活力の低下

・暮らしやすさ、過ごしやすさ

・情報不足の解消
・人的ネットワーク不足の解消
・活用施設の不足の解消
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農山漁村活性化プロジェクト支援交付金におけるソフト事業について

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金のソフト事業については、三位一体改革により税源移譲さ
れており、下記の２種類に限定されています。

１．単独で実施可能なソフト事業

遊休農地を解消するために必要な各種ソフト活動は単独で実施可能

事業実施主体等

都道府県

交付額算定交付率
　１／２以内

① 　 遊休農地の土地条件、荒廃状況等の実態調査、分布図作成

② 　 遊休農地再生のための先進事例及び市場等の調査、作物選定のための試験展示の設置

③ 　 市民農園としてのニーズ調査

④ 　 農地以外の利用についてのニーズ及び先進事例等調査、実証展示ほの設置（鳥獣害防止を
目的とした雑木除去による緩衝帯設置、放牧のための電気柵設置）

⑤ 　 ①～④を踏まえた検討会の開催

⑥ 　 援農ボランティアの募集

⑦ 　 援農ボランティアの説明会の開催

⑧ 　 援農ボランティアの研修会の開催

⑨ 　 援農ボランティアの実践活動

　 遊休農地の解消に向けた調査・調整活動及び実践活動又は遊休農地を活用して農業生産活動
や市民農園の開設を行う場合に必要な土地条件整備を実施する事業実施主体に対して指導・助言
及び当該活動に対する啓発普及活動を支援

　遊休農地の解消に向けた調査・調整活動及び実践活動について、地域の実情、創意工夫に基づ
いて総合的に支援

活動内容

市町村、農協、地方公共団体等が
出資する法人、農業委員会、ＮＰＯ
法人

交付額算定交付率
　１／２以内
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整備事業を効率的かつ効果的に実施するために必要な企画・調整・調査等のソフト活動については、整備
と一体的に行う場合は実施可能 (農山漁村活性化施設整備附帯事業（いわゆるハード内ソフト）)

２．単独では実施出来ないソフト事業

活動内容 ハード事業を効果的に実施するために必要な企画・調整・調査等の活動

交付額算定交付率 １／２以内
なお、交付限度額の上限は、都道府県ごとの交付限度額の合計（遊休農地解消支援に係る額
を除く）の１割以内

要　 件 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金で実施するハード事業と一体となって、その効果を増大
させるため実施する必要があると認められること

①交流施設の入り込みを確保するための方策の検討
（学識経験者等による調査費用、コンサルタント委託費用）
②農産物加工施設で生産する地域産品のマーケティング活動
（ホームページ製作費用、パンフレット作成費用、施設ＰＲイベント開催費用）
③鳥獣害防止対策の検討
（果樹の摘み取り等啓発活動、鳥獣生態系調査）

具体例



Ⅲ 活性化計画と交付対象事業別概要の記載事項（イメージ）

・交付対象事業別概要
・事前点検シート

添付書類

（①～③は必須、④⑤は該当する場合）

①活性化計画の目標及び計画期間

②活性化計画の区域

③事業に関する事項 （市町村名、地区名、事業名、事業実施主体、交付金充当希望の有無）

④市民農園に関する事項

⑤農林地所有権移転等促進事業に関する事項

活性化計画

・交付対象事業別概要 ・事前点検シート

・主な記載事項
①交付対象事業により達成される活性化計画の目標

（事業活用活性化計画目標）

②事業活用活性化計画目標設定の考え方
③交付対象事業の内容
④年度別事業実施計画 等

・点検事項
①計画全体について

☆活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標が法律及び基本

方針と適合しているか。

☆事業の推進体制は整備されているか 等

②個別事業について
☆事業による効果の発現は確実に見込まれるか
☆個人に対する交付ではないか、また目的外使用の恐れがないか 等

農
山
漁
村
地
域
活
性
化
支
援
室

提出

記載事項

○都道府県又は市町村が単独又は共同で作成
○計画は広報誌等で公表



活性化計画

○ 活性化計画に基づく取組の結果として実現されるべき地域の状態を記載
○ 活性化計画は定住等及び地域間交流の促進により、地域の活性化を図るための計画であるため、

目標についても、定住等及び地域間交流に係る事項を中心に設定

○ 原則として定量的な指標を用いつつ、地域で適宜設定

・ 交付金により実施する事業
・ 交付金以外の関連する当省所管事業
・ 地域独自の取組 （県単事業、相談窓口の設置等）
・ 既存施設の有効活用計画

これらの取組の相乗効果によって実現される地域の状態を記載

交付対象事業別概要

○ 交付対象事業を総合的に活用して実現される活性化計画の目標（事業活用活性化計画目標）を記載

○ 予め用意された事業活用活性化計画目標の項目の中から選択して設定（複数設定することも可）

活性化計画と交付対象事業別概要の目標について

「活性化計画」に記載する目標と、活性化計画に添付する「交付対象事業別概要」に記載する目標
は考え方が違います。
「活性化計画」の目標は、全体的な地域づくりの目標を、
「交付対象事業別概要」の目標（事業活用活性化計画目標）は、交付金を活用して実施する事業
のみに焦点を絞って活性化計画の目標を定量化したもの
を記載して下さい。



計画期間と目標の考え方

活性化計画の目標期間の設定は、３～５年で自由です。（下の例は３年で設定）
評価の実施は計画期間最終年度の翌年度に実施して頂きます。

【例】

Ｈ１９ ５年後

活性化計画（全体）

交付金（交流施設の整備）

２年

交付金（基盤整備促進）

３年

活性化計画の目標＝すべての事業の総合的な効果を見込んだ目標

この例での数値目標としては、交流人口の目標数、農業生産額の増
加目標額等が想定される。

交付金の事業活用活性化計画目標＝交付金の事業に限定した目標

この例では、交流施設整備は施設滞在者増加率、基盤整備促進は
担い手集積率を目標と設定。

計画期間終了
（３年後）

他の事業（集落排水事業）

５年

評価実施

交付金以外の事業について
は、計画期間内に効果が一
部でも発現する事業を位置
付けることが望ましい。



第５条第２項第３号及び４号の事業として記載することができる事業

①都道府県計画の場合・・・都道府県、市町村、団体等が実施する事業
②市町村計画の場合・・・・・市町村、団体等が実施する事業

ただし、計画策定主体がその自己財源若しくは農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を充ててその費用の一部を負担して実施する事業に限る。

（参考）活性化計画の記載事業と法律上のメリットについて

・生産基盤の整備（区画整理）

・林道の整備

・経営体育成基盤整備事業

・林道（公共）

記載不可 ・ふるさと
農道

イ 定住等の促進に資する農林漁業
の振興を図るための生産基盤整
備及び施設の整備に関する事業

・簡易排水施設（汚水処理）の整備

・情報基盤の整備

・集落排水事業

・村づくり交付金（汚水処理）

ロ 定住等を促進するための生活環
境の整備に関する事業

・交流促進施設の整備

・市民農園の整備

・中山間総合（活性化施設）

・村づくり交付金（市民農園）

ハ 地域間交流を促進するための施
設の整備に関する事業

・高齢者、女性等活動促進施設の
整備

ニ その他省令で定める事業

・地域提案メニュー等
・強い農業づくり交付金(新規

就農者研修施設等)
第５条第２項第４号の事業（上記と一体
的に実施する事業）

・国営事業等
第５条第２項第７号の事業

第
５
条
第
２
項
第
３
号
の
事
業

【活性化計画】
農山漁村活性化プロジェクト支援交
付金を用いる事業例

その他農林水産省の事業例
他省庁の
事業例

地方単独
事業例

記載不可

記載不可

法律上のメ
リット

あり

あり

あり

あり

なし

なし

・地域バイオマス利活用交付金

記載不可

(住宅整備)

記載不可

(博物館)

・温泉等

・コミュニ
ティ施設

・ソフト事業

・交流施設

記載不可

(商業施設)

所有権移転等促進計画の活用
市民農園整備促進法の特例
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計
画
主
体

農
林
水
産
省

Ⅳ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の事業の流れについて

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金に関する申請の流れは下記の通りです。

交付対象計画、割
当額の決定

活性化計画の目標、
目標と事業内容の
関連性等を審査

計画主体の判断
で割り当て

活性化計画の策定
・年度別事業計画の作成
・補助金適正化法に基づ
く各種書類の作成

事業実施後 完了報告
の作成

計画終了後

事後評価
の実施

事業実施前年
度の2/15まで

に提出

採択決定通知、
割当内示

接受

すべての事
業が完了し
た翌年度
の6/10まで

に提出

内容確認

計画期間
が終了した
翌年度の
9/30までに

提出

・年度別事業計画の確認
・補助金適正化法に基づ
く各種書類の確認

交付金の
配分等

提出
（年度別事業
計画書は事業
実施前年度の
2/15までに提

出）
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計画主体は、活性化計画が終了する翌年度に交付対象事業別概要に定められた目標の達成状
況等について評価を行います。

注１．４年間以上の期間が設定された活性化計画については、計画期間の３年度目の年度末に中間点検を行うよう努める
２． は、交付対象事業別概要に定められた目標の達成率が50％未満の場合
３．重点的な指導、助言等によっても目標の達成が見込まれない計画主体については、改善が見込まれるまでの間、当該計画主体

の他の活性化計画に対する交付金の交付を見合わす

Ⅳ 事後評価について

第三者の妥当性についての意見

農
林
水
産
省

計
画
主
体 翌年度以降の交付金の配分を適正に行う。

事業活用
活性化計画目標

評価 評価結果 第三者の意見を付して提出

公表

農
林
水
産
省

計
画
主
体

重点的に指導、助言等を行う。

改善計画

•要因
•目標の達成に向けた方策

作成 第三者の意見を付して提出

第三者の妥当性についての意見 公表

事後評価の結果、目標の達成状況
が低調だった場合（70％未満）



○普通交付税措置
地方公共団体の負担について、基準財政需要額の根

拠となる単位費用に算入。

○特別交付税措置
農業生産の基盤の整備のうち基盤整備促進に対する

市町村負担が、「対象事業に係る市町村負担相当分とし
て普通交付税により措置された額」よりも多いと認められる
場合、その多いと認められる額の一定部分が「特別交付
税（３月分）」で毎年度措置。

Ⅵ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金に係る地財措置について

総務省の頑張る地方応援プログラムとの連携(平成19～21年度)

○特別交付税措置(農山漁村活性化プロジェクト支援交付金も連携施策の一つ)
市町村が地域の特色を生かした独自のプロジェクトを策定し、総務省ホームページで公表することにより、１市町村

につき、単年度３，０００万円を限度とし、３年間まで措置(総務省の第２次募集は８～９月)。

地方債の起債対象工種について

地方債区分 対象施設 充当率・算入率

一般単独事業債 公共施設（個別の判断） 75％・なし
（市町村）

70％・なし
（都道府県・政令指定都市)

辺地債、過疎債 農道、林道 100％・80％
（辺地債)

100％・70％
（過疎債)

地域活性化事業債 情報基盤整備（ケーブルテレビ施設の整備） 90％・30％

公営企業債 簡易排水施設 90％・50％

農林漁業経営近代化施設（農産物処理加工施設、貯蔵施
設、乾燥施設、共同出荷施設、養殖施設等）、簡易給水施
設、簡易排水施設
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地方債については従前の交付金のとおり

このように農山漁村活性化プロジェクト支援交付金には各種地財措置等が講じられております

一般単独
事業債

辺地債、
過疎債

地域活性
化事業債

公営企業債

美の田園復興 ○

情報基盤整備 ○ ○

やすらぎ空間整備 ○

都市農業振興条件整備 ○

遊休農地解消対策活動促進支援
遊休農地再生活動実践スタート支援
援農ボランティア活動支援
遊休農地活用土地条件整備 ○

基盤整備促進 ○

地域環境保全型農業推進 ○

田園自然環境保全 ○ ○

戦略的畑地農業振興整備 ○

農地情報整備
農林漁業の振興 ○ ○

就業所得機会の創出 ○ ○

山村と都市との交流促進 ○ ○

里地棚田・自然景観等の保全推進 ○ ○

定住促進生活環境の整備 ○ ○ ○
（簡易排水のみ）

高齢者・女性等生きがいの発揮促進 ○ ○

先進的な施設等整備 ○ ○

山村地域の活性化 森林地域環境の整備 ○ ○

林業構造確立施設の整備のうち
森林活用施設整備

木造公共施設整備のうち
共生対流促進施設整備

漁村地域の活性化 漁村コミュニティ基盤整備 ○ ○

○ ○

は「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」へ移行したメニュー

地域提案メニュー

地域提案メニュー
その他メニュー

その他メニュー

○

林業の持続的かつ健全
な発展
木材産業の健全な発展
と木材利用の推進

その他メニュー
地域提案メニュー

従前の
交付金名

メニュー名

地方債区分

○

地域提案メニュー

農村の振興

グリーン・ツーリズ
ム、都市農業の振興

農業生産の基盤の整備

中山間地域等の振興

強い水産業づく
り交付金

元気な地域づく
り交付金

森林づくり交付
金

強い林業・木材
産業づくり交付
金

○

○
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○平成２０年度（来年度）に取組を実施する予定としている地方公共団体について

平成２０年２月１５日まで活性化計画（交付対象事業別概要を含む）の提出を受け付けます。

地方公共団体においては、活性化計画の作成準備をお願いします。

Ⅶ 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の今後のスケジュール

平成２０年度（来年度）に農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の事業の実施を予定している地
方公共団体については、受付時期等にご注意下さい。

農林水産省活性化支援室では１２月より平成２０年度
（来年度）に取組を実施する予定の地方公共団体からの
事前相談を受け付けますので、活性化計画の作成等で
お困りの点がありましたら、お気軽にご相談下さい。


